
• りそなホールディングスの南です。

• 本日はご多用のところ、当社のIR説明プレゼンテーションをご視聴いただきまして、 誠に
ありがとうございます。

• 決算公表後にアナリストコールを実施させていただているので、本日は、先般公表した新中
期経営計画を中心に説明させていただく。

• まず、前期は中計の最終年度でもあり、冒頭、3年間を振り返って少しコメントさせていただ
く。

• 前中計期間は、後に歴史の転換点と言われるような、大きな変化に見舞われた3年間だった
と認識している。

• この間、本丸と位置付けてきた「収益・コスト構造改革」は着実に進展し、こだわりを持って取
り組んできたコア収益も、12期ぶりに反転し、その後、3期連続での増益となった。

• 計画期間中のコア収益増加額は、224億円。

• また、ダウンサイドリスクへの対処や備えについても、先送りすることなく実施してきたこと
で、その後の戦略実行における柔軟性は、高まっているものと考えている。

• 結果として、前期は、有価証券の健全化コストを織り込んだうえで、年度ガイダンスはもとよ
り、中計目標であった1,600億円を上回る着地をお示しすることができた。

• 加えて、りそなグループの課題であった資本の質的・量的強化も進み、新中計においては、資
本の活用フェーズへと移行していくこととなる。

• 環境変化のスピードは速く、積み残した課題もあるが、総じて、前中計を良い形で締めくくる
ことができたものと考えている。

• それでは、4ページで決算の概要からご説明する。
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• 右側にHD連結ベースの損益サマリーを、左側に、そのポイントを記載している。

• 親会社株主に帰属する当期純利益は1,604億円、前期比＋504億円、45.8％の増益。

• 通期目標1,500億円に対して、106.9％の着地となった。

• 実質業務純益は、1,957億円で96億円の増益。

• 以下、項目ごとに触れていく。

• まず、業務粗利益6,000億円の内訳として、国内預貸金利益は、前期比38億円の減益だが
、概ね計画通りの着地。

• フィー収益は、3億円増の2,086億円。計画には届かなかったが、決済、不動産、保険などが
牽引して増益基調を継続し、前期に続き過去最高益を更新している。

• 先物込の債券関係損益は、前期比61億円改善の△477億円。前年に続き外債ポートを中心
に、健全化処理を進めたことが主因。

• 経費は、△4,047億円で116億円の費用減少。一人当たりの処遇改善を進める一方、グルー
プベースでの最適配置を通じた、総人員コントロール等により、人件費は47億円の減少。

• 物件費も、新営業店システムなどの大型案件稼働に伴う償却負担増を、預金保険料率低下な
どで打返し45億円の減少となった。

• 株式等関係損益は、539億円で、67億円の増益。

• 与信費用は159億円の費用発生。この点は、後ほど補足する。

• また、今回、決算と同時に上限100億円の自己株式取得枠を設定するとともに、今年度配当
についても、1株あたり1円の増配予想とさせていただいた。
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• 前期及び前中計の振り返りとして整理している。

• 左上、冒頭にお話したが、コア収益は、3期連続での増益。

• 下段、環境変化への対応として、3点補足する。

• 1つめは、左下、内外の金融政策の動向・市場の変化等を見据えながら、様々なアクションプランを策
定・実行している。

• 3月のシリコンバレーバンクのニュース以降、円債に関するご質問をいただくことが多くなっているが
、当社は極めて安定的なリテール預金をベースに、ALM運営を行っている点は強調しておきたい。

• 円債ポートについては、逆鞘のリスクが限定的であり、金利の上昇局面においても、ある程度の含み
損を許容しつつ、中長期目線での継続保有が可能だと考えている。また、政策転換によって生じる環
境変化を活用し、収益のアップサイドの確保にもしっかりと取り組んでいく。

• 外債は、すでに健全化に目途を付けており、今後は、米金利のピークアウト局面も睨みながら、安定利
収の確保に向けて、中長期的なポートフォリオ再構築のフェーズに移行している。

• 2つめは、右下、政策保有株式の削減に向けた取り組み。簿価ベースの削減額は220億円。削減計画
に掲げる年平均200億円の削減ペースを上回って進捗しており、売却益は504億円となった。

• 3つめは、その下、信用リスクへの対応。与信費用は△159億円で、前年比427億円の費用減少とな
り、年間計画に対する費消率は41.9％に留まった。

• これは再生支援の取り組みのなかで、一部大口先の上方遷移や回収に伴う戻入益があったことが主
因だが、新中計を見据えたダウンサイドリスクへの備えを強化する観点から、通期与信費用△159億
円に対し、4Q単体で△151億円の費用を計上しているところ。

• 足下、コロナ影響が低減する一方で、円安・資源高の影響が顕在化する兆候も見られている。引き続
き、お客さまとの対話を深め、早期の実態把握など予兆管理の徹底、お客さまサポートのさらなる強
化に取り組んでいく。

• それでは、22ページまでお進みいただき、新中計の説明に入らせていただく。
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• 最初に、長期的に目指す姿から説明させていただく。

• りそなグループは、2003年の公的資金の注入・りそな改革のスタートから20年の節目の時
を迎えている。

• これまで、地域やリテールのお客さまの信頼に応え、ともに成長を目指すべく、「変革のDNA
」のもと、様々な「りそな改革」に取り組んできた。

• そして、2015年、公的資金の完済を実現している。

• 公的資金の完済から8年をかけ、最大の課題であった資本の蓄積を進めてきた。そして、名
実ともに、これまでの「再生」のステージから、「リテールNo.1」の実現に向けた新たな挑戦に
向かう、ギアチェンジの時を迎えている。

• 一方、取り巻く事業環境は、大きな転換点にある。情報産業革命や脱炭素といったメガトレン
ドの流れが加速し、数十年に一度というイベントが頻発する時代。

• いずれ、社会・産業構造が変わり、ゲームのルールが変わり、お客さまの金融行動が変わって
いく。そして、お客さまのニーズも、多様化・高度化・複雑化の一途を辿っていくものと考えて
いる。

• こうしたなかで、「今」と「これから」のミスマッチを解消するための構造的な変革が必要。

• 次世代に向けて、発想を転換し、「稼ぐ力」や「稼ぎ方」を見つめなおすこと。そして、支えてい
る仕組みや仕掛け、業務プロセスやシステムの再構築が不可欠。

• そのための構造改革。新中計を貫くものは、CX（コーポレート・トランスフォーメーション）。

• 新中計は、りそなグループが、リテールNo.1の実現に向けて、これまで以上にお客さまから
必要とされ、社会に大きく貢献していくために、今やるべきことを再整理したもの。
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• グループの理念体系について。

• これは、名実ともに、「りそな再生」から、「リテールNo.1」の実現に向けた新たな挑戦に向か
うための前提として、再整理したもの。

• パーパスは、「金融＋で、未来をプラスに」、長期ビジョンは、「リテールNo.1」を掲げている。

• そして、これまで大切にしてきた経営理念は、「りそなショック」からの学びを正しく伝えてい
くために、経営の意志として、一字一句変えることなく次世代に引き継いでいく。

• パーパスと経営理念、そして長期ビジョンのもとで、グループの総力を結集して、新たな変革
に挑戦していきたい。
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• 前中計のKPIと、その実績をお示ししている。

• 収益面では、中期の最終年度に目標を達成することができた。

• 統合シナジーが着実に進展するKMFGも3期連続の増益を達成し、グループへの収益貢献も
拡大傾向にある。

• 自己資本の積み上げも進みCET1比率は10％に到達するなど、資本の活用フェーズへの転
換を見据えている。

• ROEは目標未達となっているが、足元7.66%まで回復している。今後は、資本活用も含め、
さらなる向上を目指していく。
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• 計画の全体像。

• 本計画は、長期的なコーポレート・トランスフォーメーションに取り組む最初の1,000日とい
う位置づけ。

• ポイントは大きく2点。

• 1点目は、世の中が大きな転換点を迎えるなかで、いち早く「変化に適応すること」

• 2点目は、人財・IT等への先行投資を拡大させながらも、収益・コスト構造改革を着実に進展
させること。

• そのために、お客さまのこまりごと・社会課題を起点とした「価値創造力の強化」を図るとと
もに、グループ連結運営のさらなる強化や一気通貫での「経営基盤の次世代化」に取り組む。
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• 新中計のKPIについて。

• 上から、収益性指標として、親会社株主に帰属する当期純利益は1,700億円、連結コア収益
が1,800億円、連結経費率60％台の前半を目指す。

• そして、株主資本ROEについては、資本コストを上回る水準として、引き続き8％を目指す。

• 中段の資本マネジメント関連のKPIについては、後ほどご説明する。

• 下段、「GPIF選定のESG指数（国内株）の全てに採用」され続けることも、引き続きKPIとし
ている。
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• 計画期間の収益ロードマップについて。

• 新中計最終年度は、前期から100億円の増益としているが、一旦、収益の「質」の向上にこだ
わった組立てとしている。

• 次世代を見据えた人財投資、ＩＴ投資等を先行させることで、経費については、3年間で260
億円程度増加させるが、最終的には、収益増でこれを吸収することで、コア収益については、
170億円の増加を見込んでいる。

• なお、今後、金利環境に変化が生じる可能性も踏まえて、新中計では、これまでの「預貸金利
益＋フィー収益＋経費」に、円債利息等を加えて、「コア収益」とする。

• 円債利息等が＋60億円、預貸金利益は反転して100億円の増益、そしてフィー収益は、
270億円増加させる組立て。

• これらにより、親会社株主に帰属する当期純利益を1,700億円まで拡大するとともに、イン
オーガニック投資の拡充等を通じて、株主資本ROE8%の達成を目指す。
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• 新中計は、現行の金利環境が継続することを前提としている。

• 今後、仮に、金融政策の修正がなされた場合には、金利感応度が高い当社のバランスシート
からは、預貸金収益、有価証券利息配当金を中心に、収益面でのプラス効果も見込めるとこ
ろ。

• 当然、金融政策の変更時期、スピード・深度、方法等変数が多いため、収益インパクトの試算
は、その前提次第で大きく変化する。

• 仮に、下段にあるような試算をした場合、YCC撤廃で＋200億円程度、マイナス金利の解除
で＋100億円程度のアップサイドに繋がる可能性があるものと考えている。
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• まず、具体的な戦略としての「価値創造力の強化」について。

• りそなグループが今後提供していくソリューションの中核は、左から2つ目に記載の、 「事業
・資産循環」、「社会構造転換」から派生する様々なニーズの解決。

• また、お客さまのこまりごと・社会課題を起点にビジネスを考え抜き、イノベーションを掛け合
わせることで、新たな価値を提供していくことは、もとより、りそなグループのサステナビリ
ティ経営の考え方。

• こうしたなか、コンサルティング力とテクノロジーを中核に、右側に整理したビジネス領域に
力点を置いていく。

• 個別に補足する。
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• 中小企業向け貸出ビジネスについて。

• 右上が中計期間中の目標。今回踏み込んだ領域。一般貸の平残を約2.5兆円増加させる計
画。

• 左上の通り、メガトレンドの大きな潮流や、社会・産業構造の変化は、確実に新しいニーズや
お客さまの「こまりごと」を連れてくる。二大都市圏を中心とした強固なネットワークやコンサ
ルティング能力の質的・量的強化等を通じて、多様化する資金ニーズに寄り添い、良質な貸出
金の増強を加速させていく。

• SX、DXといった領域でも、潜在ニーズが顕在化する兆しがあることも事実。

• 資本活用フェーズにおける、資本の一つの振り向け先は、良質な貸出金増強。
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• 事業・資産承継ビジネスについて。

• 右上、承継関連収益で約80億円の増益を目指す。

• 承継とは、事業や資産の次世代への円滑な移転を支えるソリューションであり、ワンタイムの
ビジネスチャンスではなく、承継後の世代を超えた取引を含め、長く・広く・深くつながってい
くためのもの。

• 当然だが、貸出金や信託・不動産関連、運用、決済など幅広い金融ニーズを内包している。

• 左上にある通り、中小企業のオーナーの高齢化は、我が国の構造的な問題の一つであり社会
的な意義もある。

• また、コロナを経て、ニーズの顕在化の動きも見え始めている。

• 信託併営のリテール商業銀行という、りそなグループの稀有な強みを活かせる領域であり、
下段の通り、様々なソリューションの提供をワンストップで進めていく。

• 経営資源の投入も進めており、大きな成長領域だと認識している。
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• キャッシュレス・DXソリューションビジネスについて。

• 右上、決済関連収益で約40億円の増益を目指す。

• 左上、キャッシュレス市場は、コロナ禍を経て、拡大の流れが加速している。

• また、企業間決済のDXニーズも大きな可能性を秘めている。

• これまでの枠組みを超えて、グループの決済機能として、グループに分散している企画機能
や営業を一本化し、個人の家計、企業の商流という文脈で、決済ソリューションの拡大を急ぐ
。

• 足元で、例えば、グループアプリと親和性の高いデビットカードは、すでに315万枚を突破し
、収益が50億円を超えるビジネスに成長している。

• 法人分野での利用拡大を含め、引き続き成長が期待できる領域。

• また、小売り等のB2C領域における「りそなキャッシュレス・プラットフォーム」も、導入店舗の
拡大が続いている。

• 中計期間中には、イシュイング、アクワイアリングを合わせた取扱高ベースで、まずは2兆円の
突破を目指す。

• 左下、B2B領域でのDX支援となる「りそな支払ワンストップ」も、可能性を秘めたサービス
の一つ。

• また、昨年度、デジタルガレージさんと資本業務提携を行っているが、新領域を含め、決済ビ
ジネスの質・量を大幅に拡充したいと考えている。
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• 資産形成サポートビジネスについて。

• 右上、投信・FW・保険残高を、7.5兆円まで増加させる計画。

• 上段、人生100年時代において、「貯蓄から資産形成」への大きな流れを作ることは、国にと
っても、国民にとっても、われわれ金融機関にとっても極めて重要な取り組み。また新NISA
制度という追い風もある。

• 「50年を超える年金運用で培った運用力」と「人財」、そこにテクノロジーの力を掛け合わせ
ることで、資産形成の分野に一石を投じたいと考えている。

• グループアプリに、新しい資産形成サポートツールを搭載する予定であり、「運用力」と 「テク
ノロジー」そして「人財」を掛け合わせたスキームで、積立投信の利用者の大幅な拡大を目指
す。
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• 住宅ローンビジネスについて。

• 右上、自己居住用住宅ローンの残高を1兆円増加させる計画。

• 当社グループの住宅ローン残高は、すでに国内No.1だが、エンドユーザーとの取引拡大など
、新たな挑戦を進めていく。

• また、金融政策に変化の兆しがみられるなか、足元では、超長期の固定金利を選ばれる方も
少しずつ増加しており、こうしたニーズの変化にも適切に対応していく。

• 加えて、住宅ローンのプロセス改革にも着手しており、お客さまの利便性と銀行側の効率性
向上の両立を実現する。

• 下段、かつて、住宅ローン実行後のお客さまとの接点は、大きく低下していたが、今や9割の
お客さまとグループアプリを通じて双方向のコミュニケーションがとれる状況にある。

• もとより、住宅ローンのお客さまは、取引の厚みがあるが、今後は、生涯にわたって、ライフイ
ベントに応じた様々なソリューションをお届けできるものと考えている。
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• 金融デジタルプラットフォームについて。

• 前中計から種をまいてきた新たなビジネス領域だが、異業種を含め、様々な企業にご利用い
ただき、すべてのプラットフォーム参加者がWin-Winとなるエコシステムの原型が出来上が
ったものと考えている。
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• 足元の取り組みや方向性等について、少し具体的にお示ししている。

• 上段は、地域金融機関の皆さまに向けた展開。現状、バンキングアプリ、ファンドラップにつ
いては、りそなグループ以外で、5グループ6行に展開している。

• 今後は、縦軸、提携企業の拡大と、横軸、提供機能の拡充の双方を通じて、トランザクション
数とストックの極大化を目指す。

• 足元、アプリは765万DL、ファンドラップは7,442億円という実績だが、3年後に、それぞ
れ1,000万DL、1.4兆円という水準を目指す。

• 下段は、異業種に向けた展開。現在、「データ」、「決済」、「本人認証」の分野で外部との戦略的
提携を進めているが、できるだけ早く、金融にとどまらない新分野での展開を急ぎたい。
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• インオーガニック戦略について。

• 資本活用フェーズに入るなかで、重要なポイント。常に「お客さまにどのような価値を提供す
るのか」が出発点だが、大きく3つの方向性を考えている。

• 1つめは、事業のさらなる成長に向けた「顧客基盤」の拡充。要は、他社の顧客基盤へのアクセ
ス。

• 2つめは、「経営資源」の獲得。例えば、高度なスキルを有するプロフェッショナル人財の獲得
なども選択肢。

• 3つめは、「機能」。既存業務とのシナジーがある領域、お客さまや社会に新たな価値を提供
できる領域には大きな関心がある。

• 対象は、地域金融機関、異業種など、制約を設けることなく、幅広に検討を進める。

• また、手法も、Ｍ＆Ａや一部出資、金融デジタルプラットフォームを通じた戦略的提携など様
々な形があると考えている。
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• ここから、経営基盤の次世代化について。

• 変化の時代に、すべての起点は人財。

• 人財戦略の全体像として、「共創」「プロフェッショナル」「エンゲージメント」の3つの柱をキー
ワードに、「価値創造」と「Well-being」の実現を目指す。

• これを支える人財投資として、3年間で330億円を見込んでいる。

• なお、6つの戦略ドライバーのKPI等については、後ほどご覧いただきたい。
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• リアルとデジタルの一体化について。顧客接点の改革。

• 上段の図が、目指す姿のイメージだが、次世代リテール金融を支える根幹の一つだと考えて
いる。

• 全てのお客さまとデジタルでつながり、特別なリアルの機会が差別化の柱。

• 法人も個人も、日常の金融は明らかにデジタルとデータに移行していく。

• 一方、難易度の高い金融ニーズを的確に満たすためには、F2Fを中心とする深いソリューシ
ョンの提供が不可欠。つまり、異なる発想と異なる組織能力を併せ持つことが重要。

• 下段は、この中計期間における取り組み。

• リアル側では、業務プロセスの解体・再構築を通じて、経営資源の再配分やリアル側の顧客接
点の強化に取り組む。同時に、地域に営業店がある意味を再定義しながら、店舗チャネルの
最適化を行うことで、15億円の物件費を削減する。

• デジタル側では、一つの通過点として、アプリDL数1,000万を目指す。

• そして、専用端末からの脱却を視野に、まずは、店頭でのグループタブレットの利用率を50
％まで引き上げていく。
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• 左側には、デジタル取引の拡充について整理している。

• アプリが最大の顧客接点となるなか、様々なお取引がアプリにシフトしている。これが、お客
さまの金融行動の変化であり、現実である。

• 右上は、データ起点での、これまでの金融にとどまらないビジネス領域への展開を目指す。

• そして右下は、「りそなロイヤルカスタマー」の拡大と深掘。

• 「りそなロイヤルカスタマー」については、68ページをご参照いただければと思うが、取引内
容に応じた一つの整理。お客さまのニーズを起点に、より多くのお客さまに、より厚みのある
お取引を、より長くご利用いただけることが、リアルとデジタルの一体化がもたらす新たな価
値であり、今後は、お客さま一人当たり収益の最大化を目指していく。
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• 持続可能な成長に向けた、先行投資の拡大について整理している。

• 時代の変化とともに、収益構造とコスト構造のミスマッチは広がっている。今後さらなる事業
環境変化が想定されるなか、「業務プロセスの解体・再構築」「人財のミッション変更」に向け
た取り組みを、どうしても加速させる必要がある。

• これが新中計のコスト増の要因だが、次世代を見据えた先行投資であり、今、やるべきもの。
いずれ持続的な成長を支える一つの土台となるもの。

• スライド右側の通り、人財投資で330億円、IT投資で400億円の純増を見込んでいる。
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• ここから、資本マネジメントについて、ご説明する。
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• 上段は、新中計における資本マネジメントの方向性について。

• これまでの資本の質的・量的拡充に軸足を置いた運営から、新中計では本格活用のフェーズ
に入る。

• 左上は、「健全性」の観点。前中計の目標であった、バーゼル3最終化ベースのCET1比率「
10％程度」については、3月末に達成することができた。

• 新中計期間においては、「10％台」での運営を意識しつつ、「成長投資」と「株主還元」に資本
を振り向けていく。

• 右上は「成長投資」の考え方。「オーガニック」「インオーガニック」それぞれの領域で資本を活
用し、リターンの向上を目指す。

• 「株主還元」についても、中央に記載しているが、新中計では、安定配当を継続しつつ、総還元
性向の水準として、「50％程度」を目指す。

• 今回の還元アクションは、こうした考えに基づくもの。

• 下段は、新中計期間における資本活用のイメージ。

• オーガニック投資として、貸出を中心に約2,400億円を活用するイメージ。前中計期間の
900億円から、2.6倍の水準感。

• 前中計期間では、健全性の向上に1,300億円を活用していたが、今後、この多くの部分をイ
ンオーガニック投資に振り向けたいと考えている。
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• 企業価値向上に向けた取り組みとして、PBR1倍超の市場評価の獲得に向けた考え方につい
てお話しする。

• PBRの向上に向けては、①ROEの向上、及び、②資本コストの低減、の双方からのアプロー
チが重要であり、施策については、上段右にお示しの通り。

• 左下は、当社のROEに関して、デュポン分析の考え方で要素分解をしたもの。

• 銀行業なので、リスク調整後ベースに補正したものを使っている。

• 前中計期間中、ROEは最終年度こそ持ち直したが、総じて悪化トレンドにあった。

• この背景には、大きく2つの要因がある。

• 1つはコロナ禍で、バランスシートが急拡大し、低稼働資産が増加したこと。より能動的なリス
クテイク等を通じて、さらなるリスクリターンの向上が必要。

• もう1つは、大口の与信費用の発生、外債健全化によるPLのダウンサイドの発現。リスクガバ
ナンスの更なる高度化も必要だと考えている。

• こうした課題認識のもと、右下に中計期間中の施策を整理している。

• いずれにしても、資本活用フェーズに入るなか、資本の有効活用を通じて、「収益性」「資産効
率性」の改善にしっかりと取り組んでいきたい。
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• ここから、ESGへの取り組みだが、スライド1枚だけ、ご説明させていただく。
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• こちらは、サステナビリティ長期指標。

• これまでの「サステナビリティ長期目標」に、黄色でお示ししている項目を3点加えている。

• 具体的に、1つめは「価値創造力指数」。法人・個人のお客さまへの幅広いソリューション提供
を目指すための指標を追加した。現在の1,050万件から、2030年に倍増となる2,000万
件を目指す。

• 2つめは、2050年に向けた「投融資ポートフォリオの温室効果ガス排出量ネットゼロ宣言」。
2030年の電力セクターにおける中間目標もお示ししている。

• 3つめは、「Well-Being指数」。従業員調査における「仕事・生活の充実度」のポジティブ回
答の割合を、現在の「69.3％」から向上させていく目標としている。

• 私からの説明は以上とさせていただく。
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• 建築・不動産業者さま向け
法規制・補助金制度等の
情報提供

E（環境）： リテール・トランジション・ファイナンス

リテールのお客さまの意識・行動のトランジションに向けた伴走支援を継続

49

 日本のSDGｓ/SX実現に必要不可欠な中小企業

法
人
分
野

 継続的な「対話の深化」と「ソリューション強化」により、
お客さまの行動変容を伴走支援

企業数
約99.7％*1

従業者数
約70％*1

付加価値創造
約53％*1

＜りそなの使命＞
お客さまそれぞれの取り組みを、大きな社会的インパクトに転換

2021～2022年度累計取扱高 ： 1兆8,650億円 （目標：～’30年度 累計取扱高10兆円）

新中期経営計画期間 取扱高（計画） ： 3兆円

個
人
分
野

 個人ローン分野の取り組み

 取り組みステージ毎に多様なソリューションを用意

新中期経営計画期間においても
「対話→行動変容」を促進しSXの浸透を図る

• 環境等配慮型住宅購入者向けローン特典

• 住宅購入検討者向け情報提供

• SX住宅ローンの取扱開始（RB・SR）（’23/4月～）
（SX住宅の対象拡大：低炭素住宅・国産木材住宅・安心R住宅等）

環境等配慮型住宅の普及促進

ソリューション提供の強化（’22年度）

• SX関連ファイナンス*2提供件数： 約4,400件（前年度比＋90％）

• 関連有料コンサルティング提供件数： 約85件（前年度比+90％）

• CO2排出量簡易算出サービス： 約2,600件

• サステナビリティ・リンク・ローン（SLL）
• 私募グリーンボンド（GB）
• ポジティブ・インパクト・ローン

• SXフレームワークローン
• ESG目標設定特約付融資（TryNow）

• SDGｓコンサルファンド

SDGsマッピング＋簡易PR支援コンサル
カーボンニュートラル対応支援コンサル

• SDGｓ推進私募債

S
X
取
り
組
み
ス
テ
ー
ジ

大企業

中堅企業

中小企業

’23/3月～
取扱開始
(RB・SR)

• CO2排出量簡易算出サービス
’22/4月～
取扱開始

対話の深化（’21年度）

• 法人のお客さま向けSXヒアリング：約31,000社

*1. 中小企業庁「2023年版 中小企業白書」
*2. SDGs推進私募債、SDGsコンサルファンド、ESG目標設定特約付融資、SXフレームワークローン、SLL・グリーンローン等

92,991 
83,090 83,378 82,855 

73,777 72,006 
66,266 

56,944 
52,265

集計中

2 0 1 3 2 0 1 4 2 0 1 5 2 0 1 6 2 0 1 7 2 0 1 8 2 0 1 9 2 0 2 0 2 0 2 1 2 0 2 2 2 0 3 0

【CO2排出量の推移(t-CO2)*1】

前年度比

△１５％削減見込＊2

(年度)

E（環境）： カーボンニュートラル① ～Scope1、2～

【2021年度の排出量内訳】 【主要施設における再エネ等クリーン電力導入状況】

りそなグループのエネルギー使用に伴う温室効果ガス排出量(Scope1、2）への対応

 目標（2030年度までに実質ゼロ）達成に向けた対応策

 排出量の９割を占める「電力」を最優先に、再エネ等クリーン電力の積極導入によりCO2排出量を着実に削減

Scope1 5,208

Scope2 47,057

うち
電⼒使⽤ 45,855

合計 52,265

全体の
９割

引き続き以下の取り組みを継続

 クリーン電力の導入拠点拡大

 全社的な節電推進

*1. グループ銀行のScope1、2のＣＯ２排出量を省エネ法の定期報告書の基準に準拠して集計。2020年度までの数値は各購入先電気事業者の
基礎排出係数を乗じて算出、2021年度の数値より各購入先電気事業者の調整後排出係数を乗じて算出

*2. 再エネ等クリーン電力の導入分のみを見込んだ削減効果

2021年度導⼊実績 2022年度導⼊⾒込値

対象施設 りそなGr
⼤阪本社

SR
本社

SR
深⾕⽀店

SR
秩⽗⽀店

KMB
びわこﾋﾞﾙ

MB
本店

KMB
⼼斎橋
本社

KMB
営業店

(⾼圧電⼒)
49店舗

MB
⻄神ﾋﾞﾙ

千⾥
ｾﾝﾀｰ

島根
ｶｽﾀﾏｰ
ｾﾝﾀｰ

CO2削減量
※ △1,358 △964 △28 △24 △144 △918 △902 △1,216 △994 △2,000 △85

導⼊時期 '21/8⽉ '21/6⽉ '21/11⽉ '21/11⽉ '21/6⽉ '21/8⽉ '22/6⽉ '22/6⽉ '22/6⽉ '22/8⽉ '22/8⽉

（※2021年度導⼊分は実績値、2022年度導⼊分は⾒込値）
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E（環境）： カーボンニュートラル② ～Scope3～

投融資ポートフォリオの温室効果ガス排出量(Scope3カテゴリ15）への対応

【Financed Emissionsのセクター別内訳】

51

 投融資ポートフォリオの温室効果ガス排出量について、2050年実質ゼロにコミット

 「電力」セクターを対象に2030年度までの中間目標を設定

 上記を踏まえ、「電力」セクターを対象に中間目標を設定（「石油・ガス」「石炭」セクターは対象が僅少なため設定せず）

算出対象
排出量スコープ

指標 実績（’22/3末） 投融資額

電力
発電事業
Scope1

物理的
炭素強度

139
gCO2e/kWh

2,760億円

石油・ガス
採掘事業

Scope1～3
絶対量

0.17
MtCO2e

74億円

石炭
採掘事業

Scope1～3
絶対量 － （対象なし）

これまでの取り組み 今回（中間目標の設定）

• TCFD炭素関連セクター*1における気候変動の潜在的な影響度、ポートフォリオ
の大きさ、簡易算定済のFinanced Emissionsのセクター別分析等を踏まえ、
「不動産・建設」「自動車・運輸」「エネルギー」セクターを「重要セクター」に選定

• リスクの定量分析等の深掘りを実施

• 「重要セクター」のうち、具体的な計測方法やデータの整備が進んでいる「エネルギー」
セクターから優先的にFinanced Emissionsの把握と分析を実施

• セクターの内訳を「電力」「石油・ガス」「石炭」に分けて計測*2

■ エネルギー

■ 不動産・建設

■ 自動車・運輸

■ 素材

■ 農業・食糧

■ 紙パルプ・林業製品

■ 銀行・生損保

重要
セクター

15%

30%

21%

25%

6%

3% 0%

【エネルギーセクター（電力、石油・ガス、石炭）のFinanced Emissions】

電力セクター
に対する

目標設定の
考え方

• 石炭火力発電事業にかかるプロジェクトファイナンスの新規実行の原則停止、国内の再生可能エネルギー向け貸出への積極的な
取り組み等により、足元の炭素強度「139gCO2e/kWh」は、2030年時点の1.5℃シナリオ（NZE2050）を下回る水準*3

• 一方、電力はあらゆる産業・生活の基盤であり、電力セクターのさらなる脱炭素化はリテールのお客さまの脱炭素化にも不可欠

• 国全体の脱炭素化に不可欠なさらなる再エネの普及、トランジションや技術革新に取り組む発電事業者を支援し、グローバルな
目標である1.5℃目標を十分下回る水準を目指していく

中間目標 • 2030年度の炭素強度 『100～130gCO2e/kWh』

*1. 当社の業種区分では、「エネルギー」「不動産・建設」「自動車・運輸」「素材」「農業・食糧」「紙パルプ・林業製品」「銀行・生損保」
*2. PCAFの手法を参照して算出 *3. NZE2050(WEO2022)の2030年の炭素強度「165gCO2e/kWh」との比較

計算式 カバー率*1 データ品質
スコア*2

電力セクター 85％ 2.1

石油・ガス
セクター

100% 3.0

E（環境）： カーボンニュートラル③ ～Scope3～

投融資ポートフォリオの温室効果ガス排出量(Scope3カテゴリ15）への対応

52*1. セクター別、貸出金ベース *2. PCAFが定めるデータ品質スコア

 Financed Emissionsの計算について

 帰属係数（投融資残高を資本と負債の合計で割ったもの）に投融資先企業の温室効果ガス排出量を掛け、全ての投融資先に関して合計

 今後の取り組み

 電力セクター中間目標の達成に向け、お客さまのトランジションの寄与に資する再生可能エネルギー関連与信に積極的に取り組むと
ともに、投融資先との対話・取組フォローを進める

 「電力」「石油・ガス」「石炭」の各セクターについて、毎年Financed Emissionsの状況を開示していくとともに、エネルギー以外の
重要セクターについてもFinanced Emissionsの把握と中間目標の設定を検討

 最終的にはリテール向け与信を含むポートフォリオ全体でFinanced Emissionsの把握と削減を実施していくことが必要と認識

引き続きリテールのお客さまの意識・行動のトランジションに向けた伴走型支援を通じ、リテール向け与信のFinanced Emissions
の把握と削減に努める

Σ（ × ）投融資先の炭素強度
（gCO2e/kWh）

投融資先への当社投融資額

集計対象先全体への当社投融資額合計

Σ（ × ）投融資先の排出量
（MtCO2e）

投融資先への当社投融資額

投融資先の借入・資本合計



E（環境）： 地球温暖化・気候変動への対応

気候関連のリスクと機会への対応 ： グループの経営戦略・リスク管理等に反映

取締役会が「2030年SDGs達成に向けたコミットメント」に積極関与、気候変動への対応を強化

【CDPスコア*2】

りそなＨＤ A-

SMFG A-

MUFG A-

みずほFG B

SMTH B
「リスク」

を低減

「機会」

を伸ばす

融資業務に
おける

取り組み

 環境課題に向けた取り組みが途上のお客さまに対し、対話を通じた
積極的な働きかけを実施

 石炭火力発電事業ＰＪへの原則新規融資停止、石炭採掘事業（MTR方式*1）

への新規融資停止等、環境負荷の大きい事業への取組姿勢を明確化

 投資の意思決定プロセスへのESGの組み込み

 投資先企業との建設的な対話・エンゲージメント

投資に
おける

取り組み

商品・サービスを
通じた

環境保全

 R246 ESG

 環境等配慮型住宅購入者への
メリット提供（住宅ローン）

【個人のお客さま向け】 【法人のお客さま向け】

 CO2排出量簡易算出サービス

 ESG目標設定特約付融資～TryNow～

 SXフレームワークローン

 最大資産である貸出金に大きな影響

 お客さまの気候変動の緩和・適応に向けた取り組みを金融面からサポート

*1. 山頂除去方式と呼ばれ、山の表面石炭層を採掘するため、森林伐採し土砂を河川等に廃棄する手法
*2. CDPレポート202２ *3. TCFD提言におけるセクター定義に基づく

取締役会

代表執行役

経営会議

報告 監督

グループサステナビリティ推進委員会 ’18/10月

TCFD賛同表明気候関連の「リスクと機会」への対応を一元管理

「リスクと機会」
の定性評価

リスクを低減し、
機会を伸ばす

方策・目標

気候関連の

「リスクと機会」

を識別

対応状況、
結果

【エネルギー・ユーティリティ
セクター*3向け貸出が
ポートフォリオ全体に

占める割合】

1.３％

（’2３/3末）
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女性ライン管理職数

女性ライン管理職比率

S（社会）： ダイバーシティ＆インクルージョン①

多様性を活かした企業価値の創造

*1. HD、RB、SR、KMFG、KMB、MBの合算 *2. 厚生労働省、R4.7.29 プレスリリース *3. RB＋SR     
*4. 日経WOMAN「企業の女性活用度調査2022」

（参考）全国女性管理職比率*2 ： 部長相当職 7.8％、課長相当職 10.7％

【女性ライン管理職*3】
（人）

2020年
女性ライン管理職
比率30％達成

2015年
公的資金完済
スマート社員制度導入
初の女性役員誕生

2013年度
女性ライン管理職
比率20％達成

2002年 りそなホールディングスに社名変更

2003年 預金保険法に基づく公的資金注入

2005年 りそなWomen’s Council（経営直轄の諮問機関）発足

2008年 人事制度改定 同一労働同一賃金導入

2011年 ダイバーシティ推進室設立

2013年 RB 「ダイバーシティ経営企業100選」

2018年
SR 内閣府「女性が輝く先進企業」

内閣総理大臣表彰受賞

2020年
RB 内閣府「女性が輝く先進企業」

内閣府特命担当大臣表彰受賞

2022年
HD 「なでしこ銘柄」
HD 「女性が活躍する会社BEST100」*4

総合第2位

外部評価
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 りそなの強みである「女性による価値創造」をさらに強化

令和３年度
「なでしこ銘柄」」（HD）

「プラチナくるみん」
（グループ4行）

「PRIDE指標」
6年連続ゴールド（HD）

「健康経営優良法人
2023」（HD）

「えるぼし認定」
（グループ4行）

「大阪市女性活躍リーディング
カンパニー市長表彰」最優秀賞
２０２３年KMB
2022年RB

女性比率 2030年度目標2022年度

役員（りそなHD） 30％以上15.3％

ライン管理職（グループ6社*1） 40％以上31.4％

経営職階（グループ6社*1） 20％以上13.4％



S（社会）： ダイバーシティ＆インクルージョン②

2023年3月期における主な取り組み・進捗状況

*1. 2015年に社員と比較して「勤務時間」もしくは「業務範囲」を限定できる職種「スマート社員」が導入され、「職種間転換制度」へと拡充
*2. 厚生労働省の基準に合わせ、「対象年度中に育児休業を取得開始した人/対象年度に子が産まれた人」を計上しているため、年度により100％を超える

場合があります。

出生日

出生約3～4ヵ月前頃

出生時育児休業

出生予定を
所属長と共有

出生前まで

育休取得時期を職場内で共有・引継ぎ

出生予定報告書 取得計画書
出生時育児休業

申出書

出生時育児休業
取得2週間前まで

【出生時育児休業取得時のフロー】

[りそなWomen’s Councilから生まれた主な施策]

• 育児休暇制度の充実

• メンタリング制度

• 復職支援プログラム

• JOBリターン制度

• 社員・パートナー社員間転換制度*1
 ’22/8～9月、『育児休業取得促進セミナー』開催

• 対象 ： グループ銀行の全所属長

• 参加人数 ： 約1,000名

＜ りそなグループの対応 ＞

 出生時育児休業のうち当初14日間を有給とする
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 第12期 りそなWomen’s Council（ ’22/4月～’23/3月）

 メンバー ： グループ銀行・会社から20名

 多様なメンバー（職位・年齢・所属会社等）で構成され、
活動期間は約1年、月1回定例会議を実施

 女性のネットワーク作り、キャリア啓発、各種制度改定、
業務施策や商品企画の提言など、「草の根の活動」を展開

 女性経営職階向けメンタリング制度の対象拡大

 2012年～女性新任部店長向けメンタリング制度を実施

 今年度より、部店長一歩手前の、新たに経営職階となった
女性にも対象を拡大

 男性育児参画の推進強化

 ’22/10月、法改正／出生時育児休業の枠組み創設

【男性社員の育児関連休暇の取得状況】

2017 201８ 201９ 20２０ 202１ 202２

配偶者出産
休暇取得率

男性の育児
休業取得率*2 -

100％

-

100％

-

100％

-

100％ 100％

98.2％

年度

100％

80.3％

活動の様子

S（社会）：様々なフィールドで活躍するりそなの人財
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社内公募 × 専門性

• 第1回キャリア・チャレンジで「不動産
人財コース」に「社内インターンシップ」
として公募・合格

• 不動産ファイナンスを経験後、’22年に
改組・新設したストラクチャードファイナ
ンス室で活躍

社内公募 × 越境

• ’21年、MBからRBの承継ビジネス
部門へ応募・合格、Gr内出向でPB室へ

• 同室所属のまま、’22年より役職者/
担当マネージャーに昇格

 専門性・多様性重視の複線型人事制度導入、
社内公募制度の一つとして社内インターンシップの選択肢もある
「キャリア・チャレンジ制度」の運用を開始 （’21/4月）

 約190人(’21～’22年度累計)が希望を実現

 KMFG完全子会社化（’21/4月）に伴い、Grシナジー追求に
向けた人財交流を更に加速

 KMFG→RB等へのGr内出向人数（’23/3末） :
約650人（’20/3末比 約＋500人）

アルムナイ採用 × リーダー キャリア採用 × 専門性

• クレジットカード業界での経験を経て、
’21年、キャリア採用でりそなGr入社

• 高い知見と業界ネットワークを活かし、
キャッシュレスの取組等で多数の実績

• ’23年、経営職階層/グループリーダー
に昇格

 人事制度改定と併せて、採用ポートフォリオを見直し
＜「キャリア採用＋新卒専門コース採用」を3割へ引上げ＞

 キャリア採用実績 ：
’19年度23人 → ’22年度133人 → ’25年度（計画）360人

 「アルムナイ採用」「リファラル採用」の制度化（明確化） (’２０年）

 退職後に他社でキャリアアップした人財・個人的繋がりを持つ
人財へ積極的にアプローチ

• ’94年、りそなGr新卒入社

• ’01年、退職・起業

• ’05年、アルムナイ採用で再入社

• 外部経験を活かしたマネジメント力で
営業店の最前線を歴任

DX企画部
グループリーダー 清水 俊行

ストラクチャードファイナンス室
担当マネージャー 小椋 亮

プライベートバンキング（PB）室
担当マネージャー 坂口 真衣子

⼤宮⻄⽀店
⽀店⻑ ⼆⽻ 正⼀郎



S（社会）： 本業と社会貢献活動でリテールNo.1を実現

*1. りそなグループの従業員のボランティア団体

【事業戦略と社会貢献活動の関係性】

地域

少子高齢化

環境

人権

優先して取り組む社会課題 SDGｓ戦略

本業を通じた金融サービス

リテールNo. 1の実現

持続可能な社会

りそなグループの
持続的な成長

共鳴

社会貢献活動

りそなの強みや経営資源を生かして、地域社会の持続的な成長に貢献

地域社会への貢献（ボランティア活動） 未来を担う子どもたちのために（金融経済教育活動）

【Re:Heart倶楽部*1の活動参加人数】 【りそな・みらいキッズマネーアカデミー参加人数】

2012年度 2022年度 2005年度 2022年度

【防災林の育樹活動】 【りそな未来財団】

経済的な支援を必要と
する子どもたちや働く
ひとり親をサポート

’14年に植樹した宮城県
岩沼市「千年希望の丘」の
防災林の育樹活動を継続

【キッズマネーアカデミー】

小学生向け金融経済教育
セミナーを全国の支店で
開催
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累計
約58,000人

累計
約44,000人

G（コーポレートガバナンス）： 高度な企業統治システム

 独立社外取締役のみで構成
 2007年、サクセッション・プランを導入、

外部コンサル等を活用し客観性を確保

指名
委員会

 独立社外取締役のみで構成
 2020年、執行役の業績連動型株式報酬

制度として、「役員株式給付信託」を導入

報酬
委員会

 独立社外取締役が過半数を構成
 2016年、ダブルレポートライン体制を導入

監査
委員会

2003年（邦銀初）から指名委員会等設置会社、経営の透明性と客観性を確保

取締

役会

 独立社外取締役が過半数（3分の2）を構成

 女性取締役比率25％

 取締役会議長
2022年6月より独立社外取締役が議長に就任

【東証プライム市場上場企業における割合*3 】 3.6％

【東証上場企業における平均割合*2 】11.0％

【東証上場企業における割合*1】 9.2％

社外
取締役
8人

女性
取締役
3人

*1. 東京証券取引所 2022/8月 *2. 経済産業省「令和３年度なでしこ銘柄」レポート
*3. 第一生命経済研究所「ビジネス環境レポート2022.10月」 *4. 2023年6月開催予定の第22期定時株主総会における取締役候補者 58

社内取締役*4

南 昌宏

代表執行役社長

野口 幹夫

執行役

及川 久彦

監査委員会委員

社外取締役*4

（元 本田技研工業 会長）

池 史彦

取締役会議長

イプシ・マーケティング研究所 社長

野原 佐和子

報酬委員会委員

（元 ヤマトホールディングス 会長）

山内 雅喜

監査委員会委員長

指名委員会委員

馬場 千晴

報酬委員会委員長

（元 みずほ信託銀行 副社長） （元 武蔵大学社会学部 教授）

江上 節子

指名委員会委員

報酬委員会委員

岩田 喜美枝

指名委員会委員長

（元 厚生労働省 雇用均等・児童家庭局長）
（元 資生堂 副社長）

弁護士（東京靖和綜合法律事務所）

田中 克幸

監査委員会委員

経営コンサルタント （元 一橋大学大学院教授）

安田 隆二

監査委員会委員

石田 茂樹

執行役副社長



G（コーポレートガバナンス）： 取締役に求める役割・スキル・専門性

多様性に富む取締役会での活発な議論により、監督機能と意思決定機能を強化

 取締役候補者に “特に期待するスキル（経験・知見）” を以下の通り定め、指名委員会において取締役候補者案を審議・決定
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IT
・

デジタル

サステナ
ビリティ

ダイバーシティ
＆

インクルージョン
グローバル

南　　 昌宏 ● ● ● ● ● ● ●

石田　茂樹 ●

野口　幹夫 ●

及川　久彦 ●

馬場　千晴 社外取締役 ● ● ● ●

岩田　喜美枝 社外取締役 ● ● ●

江上　節子 社外取締役 ● ● ●

池　 　史彦 社外取締役 ● ● ● ●

野原　佐和子 社外取締役 ● ● ●

山内　雅喜 社外取締役 ● ●

田中　克幸 社外取締役 ●

安田　隆二 社外取締役 ● ● ●

組織
マネジメント

法務
・

コンプライアンス
・

リスク管理

財務
・

会計

「リテールNo.1」の金融サービスグループに向けた重点分野

G（コーポレートガバナンス）： 更なる進化へ向けた取り組み

サクセッション・プラン（’07/6月導入）

取締役会の実効性向上に向けた取り組み

社外取締役ミーティング

フリーディスカッション

現場見学会

 取締役会評価に関し、社外取締役のみでミーティング実施
取締役会の更なる実効性向上に向け活発に議論

 ’22/9月にRB・SRの社外取締役と
合同勉強会（マーケット関連）／交流
ミーティング（※）を実施

 社外取締役の知見を戦略等に活用するための意見交換を随時実施

 ’22年度は、中期経営計画策定に向けて、各種ビジネス戦略の課題整理
等をテーマにフリーディスカッションを継続的に実施

 事業活動や業務内容の理解促進を図るための取り組みを実施

 ’22/12月に、KMFGの社外取締役と合同で大阪本社内の見学会を実施

役員報酬制度

 執行役の報酬体系

役職位別
報酬

年次
インセンティブ

中長期
インセンティブ

中長期インセンティブ

連結ROE
（株主資本ベース）

相対TSR
（対銀行業）

 株主価値との連動性向上

 中長期目線での企業価値向上

2つの指標の「マトリックス評価」

 信託の活用

 「現物」株式の支給

 業績連動性

「株式給付信託」

中期経営計画の達成状況等を年度で評価

親会社株主に帰属する
当期純利益

フィー収益比率

経費率

普通株式等Tier1比率

 SDGｓ達成に向けた
取組状況を評価

 中長期的な施策・
年度目標等を評価

会社業績 個人業績

年次インセンティブ

育成プロセス
「りそならしい」役員の育成

選抜プロセス
• 外部コンサルタントからの助言
• 個々のプログラムへ指名委員が参加

→「透明・公正」な選抜体制の堅持

役員に求められる人材像

 役員の役割と責任を継承するメカニズム

 HD・KMFG・グループ銀行の「社長」から「新任役員候補者」を対象

 階層ごとに分類し、選抜・育成プログラムを計画的に実施

※当日の様子

金銭報酬 非金銭報酬（株式）

固定報酬 業績連動報酬
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ESG評価・イニシアティブ

ESGインデックスへの組み入れ状況*1

*1. 詳細は当社Webサイトをご覧ください。 https://www.resona-gr.co.jp/holdings/sustainability/award/index.html

国内外イニシアチブへの賛同ESG評価

MSCI
（AAA～CCCの7段階中）

AA

MSCI（WIN）
（10点満点中）

8.8

FTSE
（5点満点中）

3.5

S&P
（十分位数分類中）

7
(炭素効率性指標)
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【GPIF選定 ESG指数（国内株）】

中計期間中、下記全ての継続的採用を目指す

2023年3月期決算の概要と主要ビジネスの状況

中期経営計画について

資本マネジメントについて

ご参考資料

ESGへの取り組み
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りそなグループの概要

コーポレートストラクチャー お客さま基盤と業容

100%

みなと
銀行

関西みらい
銀行

100%

埼玉りそな
銀行

100%

りそな
銀行

100%

東証プライム上場

1,600 50

62 41

【個人顧客数（万人）】 【法人顧客数（万社）】

【預金（兆円）】 【貸出金（兆円）】

有人店舗数 マーケットシェア＊1

有人店舗数 ： 820
（2023年3月末）

【貸出金】 RB＋SR KMB＋MB【預金】

同 2位

同 ６位

＠1人所得 全国6位

同 ５位

同 ４位

GDP 全国１位

（2023年3月末）

22.9％

17.1％

4.0％

4.2％

46.0％

31.0％

24.1％

19.4％

43.4％

8.8％

4.6％東京

神奈川

埼玉

大阪

兵庫

滋賀

18.8％

首都圏

288

関西圏

507

3

8

81
5

*1. グループ銀行合算、日本銀行都道府県別預金・貸出金（国内銀行）に占める割合

 個人1,600万、法人50万のお客さま基盤とフルラインの信託機能を有する金融サービスグループ

 首都圏・関西圏中心の広範なチャネルネットワーク

将来にわたり「社会にどのように貢献するか」を示した、お客さま・社会起点の志
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パーパスの制定（2023年5月）

【パーパスに込めた想い】

社会がどのように変わっても、
安心して前を向けること。

希望を持って踏み出せること。

そのために私たちは
一つひとつの地域に寄り添い、
金融の枠にとどまらない発想で

小さなことでも、大きなことでも、
未来をプラスに変えていく。

たくさんの安心と希望
そしてワクワクする未来のために、

私たちりそなは、変革と創造に挑み続けます。
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「りそな」のブランドコンセプト

お客さまの声に耳を傾け、共鳴し、響き合い、お客さまとの間に揺るぎない絆を築きます。

地域のお客さまと互いに触れ合い、感じ合い、理解し合う中から生まれる信頼関係を大切にします。

「りそな」はラテン語を語源とし「Resona＝共鳴する、響きわたる」という意味を持ちます

「持続可能な社会」と「りそなグループの持続的な成長」の共鳴により、
「レゾナンス・モデル」の確立を目指します

2つの“R”、「りそな（Resona）」と「地域（Regional）」が共鳴し合う様子を表現

地 域
【Regional】

り そ な
【Resona】

国際ビジネス

海外ネットワークを通じてビジネス環境の変化への対応をサポート

2023年3月31日現在

 海外現地法人によるソリューション提供

 りそなプルダニア銀行（インドネシア）

 業歴65年超、現地でのフルバンキング

 りそなマーチャントバンクアジア
（シンガポール）

 ASEAN、香港、インドにおける貸出、M&A、
コンサルティング等

 お客さま支援体制の強化

 海外ネットワークの拡充

 海外ビジネスに関する相談力の更なる向上

 海外10拠点にりそなグループ従業員が駐在し、アジア全域、米国をカバー

 海外進出、資金調達等の幅広いご相談に対応

海外駐在員事務所
りそなマーチャントバンクアジア
りそなプルダニア銀行
りそな・インドネシア・ファイナンス
提携銀行など
りそなグループの従業員が駐在
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執務風景（りそなプルダニア銀行）



KMFGのさらなる進化

67

KMFGの利益貢献は着実に拡大 ⇒ さらなる成長へ

グループシナジーの状況 （’19/3期比） グループ連結運営を強化 （前中計期間中の実績）

39億円

’22/3期
実績

’23/3期
実績

’20/3期
実績

純利益

フィー収益比率

経費率

’21/3期
実績

19.7％

79.5％

112億円

21.9％

76.6％

170億円

24.5％

72.0％

222億円

23.3％

75.4％

’26/3期
目標

260億円

’21/4月

完全子会社化

 りそなGr商品・サービスの展開

 アプリセットアップ数 ＋4.4倍 (’20/3末比）

 デビットカード発行枚数 ＋2.6倍（同）

 投信・ファンドラップ利用先数 21.7万先 ＋13.7％（同）

 ファンドラップ残高（法人込） 1,142億円 ＋4.1倍（同）

 組織基盤改革を通じた経費コントロール

 グループ事務統一、店頭インフラ改革

 営業店事務量 55％削減 （’20/3期比）

 Grタブレットの導入開始（KMB)

 BinB拠点数（累計） 110拠点 （’20/3末比＋105）

 人員の最適配置

 総人員数 25％削減 （’20/3末比）

126

81

92

58

（億円）

粗利益

経費

150

83
150

208
234

＋12.4％

’21/3期
実績

’23/3期
実績

’22/3期
実績

 信託・不動産関連
36

 その他差別化商品
47

 システム共同利用
36

 チャネル最適化

7

 人員の最適配置
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収益コスト構造
改革の進展

プレミア層

総預り資産50百万円以上or
アパマンローン50百万円以上

住宅ローン層

自己居住用住宅ローンあり

資産運用層

総預り資産10百万円以上

ポテンシャル層Ⅰ

総預り資産5百万円以上

ポテンシャル層Ⅱ

総預り資産5百万円未満
取引商品個数3個以上

(6) 6,460.7 6,940.2 + 479.5 4.4
4.23

ポテンシャル層Ⅲ

総預り資産5百万円未満
取引商品個数2個以下

2023/3末 増減

516.3 543.0 + 26.7 27.4 4.94

66.0 7.7853.9 68.5 + 14.5

（前期比）

714.3 807.4 + 93.1 1.9 3.64

6.1 4.79662.7 823.3 + 160.5

 りそなロイヤル・カスタマー

4,773.5 4,176.5 △ 597.0 0.1 1.67

(5) 4,513.3 4,697.8 + 184.5 4.10

取引に応じた（社内管理上の）
お客さまのカテゴリー

顧客セグメントの引き上げと
多面取引の進展により
生涯獲得収益が拡大

(1)

(2)

(3)

(4)

(7)

顧客数 （千人）
一人あたり

粗利益
＊

平均取引
商品個数

2018/3末

  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

顧客セグメントと
多面取引の進展による

収益マトリクス
（イメージ）

取引商品個数増加

＊ 1

収益小

セ
グ
メ
ン
ト
引
上
げ

収益大

（△0.08）

（＋0.05）

（△0.01）

（＋0.01）

（＋0.02）

（＋0.02）

（＋0.00）
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収益貢献が高い“りそなロイヤル・カスタマー”は着実に増加

多面取引の浸透に向けた取り組み
2行合算
（RB、SR）

＊各セグメント毎の一人当たり粗利益は、ポテンシャル層Ⅱの平均粗利益を１として指数化
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政策保有株式削減に向けた取り組み

政策保有株式*1に関する方針の概要

 公的資金による資本増強以降、残高圧縮に取り組み、価格変動リスクを低減。今後も「残高縮減」が基本方針

 保有の妥当性は中長期的な取引展望の実現可能性を含むリスク・リターンの検証により判断
保有の妥当性が認められる場合も市場環境や経営・財務戦略を考慮し売却する場合あり

【政策保有株式残高*2の推移】

 削減ペースを加速させた現計画のもとさらなる残高縮減を企図

 足元では計画比着実に進捗

 2023/3期 削減実績

 「社会課題」、「お客さまのこまりごと」解決に資する
分野等で活用

（ローン）
• サステナブルファイナンス
• リテール向け貸出 etc.

（エクイティ）
• 資本性劣後ローン etc.

オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
領
域

株主還元

（成長投資）
• デジタル投資
• 人財投資 etc.

イ
ン
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
領
域

利益成長 社会課題解決

*1. 「政策保有株式」は、保有目的により、①政策投資株式、②戦略投資株式に分類しており、①政策投資株式を残高縮減対象としています。
なお、グループ銀行が保有する上場株式は、全て①政策投資株式に該当します *2. 銀行合算ベース、取得原価、時価のある有価証券

*3. ご参考：時価ベース △2,500億円程度 （2022/3月時点の当社政策保有株式の時価を基に試算)
*4. ご参考：時価ベース △303億円（=削減要因△724億円＋時価要因421億円）

前々計画
’16/4～’21/3 （5年間）

前計画
’20/4～’23/3 （3年間）

【実績】’20/3末迄
△326億円

（4年間で達成率93％）

△70億円/年

【計画】 △350億円

現計画
’22/4～’26/3 （4年間）

△200億円/年

【計画】 △800億円*3

△100億円/年

【実績】’22/3末迄
△309億円

（2年間で達成率103％）

【計画】 △300億円

【実績】’23/3末迄（1年間）
△220億円*4

（想定ペース（△200億円/年）
比進捗率 110.1％）

13,970

3,978
3,252 3,059 2,838

'03/3末 '05/3末 '21/3末 '22/3末 '23/3末

△約1兆円（△75％） ■ KMFG統合後
■ 3行（RB・SR・KO）

（億円）

（ご参考）時価ベース： 9,808  8,923        8,619(△303)

削減額（上場分・取得原価）：220億円

売却益等（同）： 504億円 （HD連結ベース： 500億円）

損益分岐点株価（日経平均ベース）： 7,800円程度

 政策保有株式の保有意義検証プロセス

定量判定
対応方針協議（定性判定）

対応方針
リスク・リターンの観点からの検討 戦略面からの検討

×非充足

○充足

継続保有
（採算改善交渉

/再生支援）

継続保有

圧縮方針
×改善の見通し無

○改善の見通し有

定量基準

資本コスト控除後ネット業務
粗利益＝業務粗利益-信用
コスト-資本コスト※

※（RWA×目標自己資本比率＋
減損VaR）×資本コスト率

中長期的なリスク・リターンの
見通しを基に保有方針を検討

中期残高計画達成の
観点等から検討

RWA：リスク・アセット
VaR：バリュー・アット・リスク

取引状況の改善等
の蓋然性考慮

 政策保有株式の議決権行使については、「議決権行使基準」を定め、全議案について個別に賛否を判断し、検証を行う仕組みを構築

 議決権行使基準にかかる基本的な考え方（議決権行使基準に記載）

政策投資で保有する株式の議決権行使は、以下の方針に則り、実施します。

（１） お客さまとの取引上の利益に囚われることなく、持続的な企業価値向上の観点から、個別に賛否を判断するよう努めます。

（２） 特定の政治的・社会的問題を解決する手段として議決権行使はいたしません。

（３） 企業もしくは企業経営者等による不祥事及び反社会的行為が発生した場合には、コーポレートガバナンスの改善に資する内容で
議決権を行使します。
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政策保有株式の保有意義検証プロセス、議決権行使基準
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保有株式 業種別ポートフォリオ（2023/3末）

* 時価ベース
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りそな銀行 TOPIX

RB
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事業部門別管理会計

グループの事業部門別管理会計の実施状況（2023/3期）

*1. RVAとはResona Value Added（りそな企業価値）の略。社内資本コスト控除後の純利益
*2. グループ銀行2行及び連結子会社の計数を計上

（億円、％）

健全性

リスク調整後
資本利益率

経費率

前期比 前期比 前期比 前期比 前期比

(1) 497 14.8% 63.4% 10.1% 1,613 +577 1,747 +161 4,775 +148 △3,028 +13 △133 +415

(2) 179 20.4% 79.6% 9.9% 362 +142 383 +133 1,887 +90 △1,504 +42 △ 21 +8

(3) 317 13.7% 52.7% 10.2% 1,251 +435 1,363 +28 2,887 +57 △1,524 △29 △ 111 +406

(4) △ 130 △ 10.1% △ 295.3% 13.2% △ 64 +15 △ 64 +15 △ 16 △36 △48 +51 - -

(5) △ 189 6.3% 74.8% 8.9% 308 △21 341 △73 1,359 △107 △1,017 +34 △33 +51

(6) △ 282 8.8% 67.1% 10.0% 1,823 +539 1,982 +111 6,026 △3 △4,047 +116 △159 +427

営業部門

コンシューマー事業

コーポレート事業 

グループ事業部門

収益性 与信費用
控除後

業務純益
資本コスト
控除後利益 社内

自己資本
比率

与信
費用

RVA＊1 RAROC OHR
業務

粗利益
経費

実質
業務純益

市場部門

KMFG

全社*2



【主要な連結子会社（国内、グループ銀行を除く）】 (億円）

前期比

りそな保証 (1) りそなHD 100％ 2023/3期 109 △45

関西みらい保証 (2) 関西みらい銀行100％ 2023/3期 10 △0

関西総合信用 (3) 関西みらい銀行100％ 2023/3期 15 △2

みなと保証 (4) みなと銀行100％ 2023/3期 11 ＋6

りそなカード (5)
クレジットカード

信用保証(無担保ローン）
りそなHD 77.5％

クレディセゾン 22.4％
2023/3期 13 ＋1

みなとカード (6) クレジットカード みなと銀行100％ 2023/3期 11 ＋0

りそな決済サービス (7)
代金回収

ファクタリング
りそなHD 100％ 2023/3期 5 △0

りそな総合研究所 (8) コンサルティング りそなHD 100％ 2023/3期 2 ＋1

りそなキャピタル (9) ベンチャーキャピタル りそなHD 100％ 2023/3期 0 △2

みなとキャピタル (10)
投資ファンドの

運営・管理
みなと銀行100％ 2023/3期 0 ＋0

りそな企業投資 (11) プライベートエクイティ りそなHD 99.95％ 2023/3期 0 △0

りそなビジネスサービス (12)
事務等受託

有料職業紹介
りそなHD 100％ 2023/3期 0 ＋0

りそなアセットマネジメント (13)
投資運用、

投資助言・代理
りそなHD 100％ 2023/3期 31 △4

当期利益

信用保証
(主に住宅ローン）

会社名 業務内容 出資割合 直近期

日本最大級の

住宅ローン保証残高

150万のカード会員

年5千万件の代金回収

株式公開支援、中小企業の

事業承継、再成長支援

正確かつスピード感ある

オペレーションを実践

50年のRB年金運用を活かし

'15/9月に業務開始

株式取得を通じた

事業承継支援

年間1,100件以上の

各種コンサルの実績

地域のお客さまへ

決済ソリューションを提供

農業・観光関連事業支援

成長企業支援・事業承継支援
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連結子会社等の状況①

【主要な連結子会社（国内、グループ銀行を除く）（続き）】 (億円）

前期比

関西みらいリース (14) 関西みらい銀行100％ 2023/3期 1 ＋0

みなとリース (15) みなと銀行100％ 2023/3期 1 △1

りそなみらいズ (16) 銀行補助業務 りそなＧ 100％ 2023/3期 0 ＋0

地域デザインラボさいたま (17) 地域課題解決業務 埼玉りそな銀行100％ 2023/3期 △0 △0

みらいリーナルパートナーズ (18)
コンサルティング

クラウドファンディング
関西みらいFG100％ 2023/3期 △0 △0

りそなデジタルハブ (19) DX推進支援 りそなHD 85％ 2023/3期 △3 -

FinBASE (20) 金融プラットフォーム りそなHD 80％ 2023/3期 0 -

Loco Door (21) 地方創生支援業務 りそなHD 100％ 2023/3期 △0 -

212 △50合計

リース

会社名 業務内容 出資割合 直近期 当期利益

地域のお客さまへリース機能を

活用したソリューションを提供

お客さまのこまりごとを

「一緒に」解決

地域を巻き込み「広く・深く・

長く」お客さまの発展に伴走

幅広い人財の活躍の場を提供

お客さまの「目指したい姿」に

向けた伴走型のDX支援

金融サービスの

オープンプラットフォーム化推進

教育と農業を掛け合わせた

地方創生の実現
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連結子会社等の状況②



【主要な連結子会社（海外）】 (億円）

前期比

P.T. Bank Resona Perdania (22)
銀行

（インドネシア）
りそなG 48.4％
(実質支配基準）

2022/12期 3 ＋6

P.T. Resona Indonesia Finance (23)
リース

（インドネシア）
りそなＧ 100％ 2022/12期 △0 △0

Resona Merchant Bank Asia (24)
ファイナンス・M&A

（シンガポール）
りそなＧ 100％ 2022/12期 1 ＋0

4 ＋6

【主要な持分法適用関連会社】

前期比

日本カストディ銀行 (25)
信託銀行

(主に資産管理)
りそなＧ 16.6％

三井住友TＨ 33.3％
2023/3期 4 △1

NTTデータソフィア (26)
りそなHD 15％

NTTデータ 85％
2023/3期 2 ＋0

りそなデジタル・アイ (27)
りそなHD 49％
日本IBM 51％

2022/12期 1 △0

DACS (28) システム開発
りそなHD 30％
NTTデータ 70％

2023/3期 1 -

首都圏リース (29)

りそなHD 20.26％
三菱HCキャピタル

70.71％
2023/3期 13 ＋0

ディー・エフ・エル・リース (30)
りそなHD 20％

三菱HCキャピタル 80％
2023/3期 5 ＋1

29 ＋1

直近期 当期利益

会社名 業務内容 出資割合 直近期 当期利益

システム開発

リース

合計

合計

会社名 業務内容 出資割合

インドネシアにおける

最古の日系銀行

'17/7月に連結子会社化

直接融資、M&A仲介等を展開

日本最大級の資産規模

'17/10月に持分法適用会社化

りそなGrのシステム開発を担う

'18/7月に持分法適用会社化

リース機能を活用した

ソリューション力を強化

'22/7月に持分法適用会社化

りそなGおよびお客さまのDX推進
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連結子会社等の状況③

*1. 海外3社(22)～(24)およびりそなデジタル・アイ(27)は12月決算であり、HD連結の’23/3期決算には12月期決算を反映

【2022年3月末】 【2022年3月末】

6ヵ月以内 6～12ヵ月 1～3年 3年超 計 6ヵ月以内 6～12ヵ月 1～3年 3年超 計

固定 (1) 0.8% 0.9% 6.3% 14.6% 22.8% 流動性預金 (1) 42.8% 2.0% 8.0% 28.0% 80.9%

プライム系ほか変動 (2) 42.7% 0.0% 42.7% 定期性預金 (2) 9.0% 5.6% 3.7% 0.6% 19.0%

市場金利連動型 (3) 32.8% 1.4% 34.3% 計 (3) 51.8% 7.6% 11.8% 28.6% 100.0%

計 (4) 76.5% 2.4% 6.3% 14.6% 100.0%

【2023年3月末】 【2023年3月末】

6ヵ月以内 6～12ヵ月 1～3年 3年超 計 6ヵ月以内 6～12ヵ月 1～3年 3年超 計

固定 (5) 0.9% 0.8% 6.5% 13.9% 22.3% 流動性預金 (4) 32.7% 2.6% 10.4% 36.1% 82.0%

プライム系ほか変動 (6) 41.4% 0.0% 41.4% 定期性預金 (5) 8.6% 5.2% 3.3% 0.7% 17.9%

市場金利連動型 (7) 34.0% 2.1% 36.1% 計 (6) 41.3% 7.8% 13.7% 36.9% 100.0%

計 (8) 76.4% 3.0% 6.5% 13.9% 100.0%

（期中変化） （期中変化）

6ヵ月以内 6～12ヵ月 1～3年 3年超 計 6ヵ月以内 6～12ヵ月 1～3年 3年超 計

固定 (9) +0.0% △0.0% +0.2% △0.6% △0.4% 流動性預金 (7) △10.0% +0.5% +2.3% +8.1% +1.0%

プライム系ほか変動 (10) △1.3% △0.0% △1.3% 定期性預金 (8) △0.4% △0.3% △0.4% +0.1% △1.0% 

市場金利連動型 (11) +1.1% +0.6% +1.7% 計 (9) △10.4% +0.2% +1.9% +8.3% -

計 (12) △0.0% +0.5% +0.2% △0.6% -

１年以内貸出金 79.0%

１年以内貸出金 79.4%

1年以内貸出金 +0.4%
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円貨預貸金マチュリティ・ラダーの状況

預金貸出金

2行合算
（RB、SR）



全額回収
/返済

債権譲渡
/売却

正常先 98.8% 0.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.6% 0.6% 0.0% - 0.7%

要注意先 9.4% 85.2% 1.4% 1.9% 0.0% 0.1% 2.0% 2.0% 0.0% 9.4% 3.5%

要管理先 0.7% 2.3% 82.4% 10.5% 0.7% 0.0% 3.4% 3.4% 0.0% 3.0% 11.2%

破綻懸念先 0.5% 3.6% 3.1% 87.6% 2.8% 0.6% 1.9% 1.9% 0.0% 7.2% 3.4%

実質破綻先 0.4% 0.0% 0.0% 0.4% 86.7% 9.0% 3.4% 2.9% 0.5% 0.8% 9.0%

破綻先 0.1% 0.0% 0.0% 1.7% 0.0% 86.4% 11.8% 0.7% 11.1% 1.8% -

その他

2
0
2
2
年
3
月
末

2022年9月末

上方
遷移

下方
遷移正常先 要注意先 要管理先

破綻
懸念先

実質
破綻先

破綻先
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債務者区分間の遷移状況（2023/3期上期）

*1. 2022/3末において各債務者区分に属していた債務者が2022/9末においてどの区分に属しているかを表示
2022/3末時点の与信額をベースに算出
2023/3期上期中の追加与信、部分回収、償却（部分直接償却を含む）等は、反映せず
2022/9末の「その他」は2023/3期上期中の全額回収・返済、最終処理（債権譲渡・売却等）などでバランスシートから切り離されたもの

 与信額ベース*1

RB

全額回収
/返済

債権譲渡
/売却

正常先 98.7% 0.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.7% 0.7% 0.0% - 0.6%

要注意先 4.8% 84.7% 0.7% 3.0% 0.4% 0.1% 6.3% 6.3% 0.0% 4.8% 4.2%

要管理先 2.7% 2.2% 82.2% 9.5% 1.1% 0.0% 2.2% 2.2% 0.0% 5.0% 10.6%

破綻懸念先 0.7% 3.6% 12.2% 67.9% 3.7% 0.4% 11.4% 10.9% 0.6% 16.5% 4.1%

実質破綻先 0.2% 0.7% 0.0% 0.1% 80.9% 5.1% 12.9% 4.0% 8.9% 1.0% 5.1%

破綻先 0.0% 0.0% 0.0% 1.2% 0.0% 91.1% 7.8% 1.6% 6.2% 1.2% -

その他

2
0
2
2
年
9
月
末

2023年3月末

上方
遷移

下方
遷移正常先 要注意先 要管理先

破綻
懸念先

実質
破綻先

破綻先
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債務者区分間の遷移状況（2023/3期下期）

*1. 2022/9末において各債務者区分に属していた債務者が2023/3末においてどの区分に属しているかを表示
2022/9末時点の与信額をベースに算出
2023/3期下期中の追加与信、部分回収、償却（部分直接償却を含む）等は、反映せず
2023/3末の「その他」は2023/3期下期中の全額回収・返済、最終処理（債権譲渡・売却等）などでバランスシートから切り離されたもの

 与信額ベース*1

RB



（億円）

1年以内 1～5年 5年超 計 1年以内 1～5年 5年超 計

受取固定・支払変動 (1) 4,000 9,301 6,000 19,301 1,500 8,300 2,000 11,800

受取変動・支払固定 (2) 517 4,785 2,824 8,127 225 4,298 1,744 6,269

ネット受取固定 (3) 3,482 4,515 3,175 11,173 1,274 4,001 255 5,530

2023年3月末 2022年3月末
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残存期間別のスワップポジション

 金利スワップ（繰延ヘッジ会計適用分）の残存期間別想定元本

HD連結

80

劣後債明細（2023/3末）

発行残高 発行日 償還期日 クーポン

200億円 2011/12/22 2026/12/22 2.442％

160億円 2012/3/14 2027/3/15 2.464％

RB
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国際的な金融規制強化への対応

主要な金融規制の動向・当社への影響

 バーゼル３最終化をはじめ、目下のところ当社へ重大な影響を与える規制はなく、各規制の適用に向け着実に準備を進めている

主要な規制 規制の概要 動向・当社への影響等

バーゼル3最終化

･標準的手法見直し
（信用リスク・オペリスク）

・内部格付手法（IRB）見直し

･標準的手法に基づくフロア

リスク感応度向上・比較可能性の向上等を目的とした信用リ

スク計測手法見直し、損失データを加味したオペリスク計測手

法見直し、標準的手法の参照を義務付ける新しい資本フロア

ルールの設定等（最終72.5％）

• 最終化影響は既に各戦略に織り込み済み

• バーゼル3最終化を反映した当社のCET1比率
（その他有価証券評価差額金除き）は10％程度※

※2023/3末実績値12.09％に対し､バーゼル3最終化（SA・資本

フロア見直し等・完全実施基準）によるリスク・アセット増加のみ反

映した試算値

流動性規制

（LCR/NSFR）

【LCR】厳しいストレス下での資金流出に備え高品質な流動資

産保有を義務付ける規制 【NSFR】低流動性の資産に見合う

資本・負債を保有させる規制
• 最低水準規制は国際統一基準行が対象

レバレッジ比率
自己資本比率規制を補完する目的で、分子を資本、分母を「リ

スク加重資産」ではなく「エクスポージャー」とする比率規制

IRRBB

（銀行勘定の金利リスク）

複数のシナリオ下における金利ショックに対する、経済的価値

の減少額（⊿EVE）や収益の減少額（⊿NII）を測定しつつ、金

利リスク管理の強化を求める規制

• 「第2の柱」対応であるが、⊿EVEの基準値としてTier1の
15％以内（国内基準行はコア資本の20％以内）が設定さ
れており、基準への抵触はない状況

デリバティブ諸規制

（証拠金､SA-CCR､CVA等）

清算集中されない店頭デリバティブに関し証拠金の授受を求

める証拠金規制、デリバティブのエクスポージャーの算出方法

見直し、CVA計測手法の見直し等

• 当社は2017年3月から変動証拠金規制が開始、2022年
9月から当初証拠金規制が開始

• SA-CCR（標準的なエクスポージャー算出手法）・規制上の
CVAは導入準備中

各種資本バッファー

G-SIB/D-SIB､TLAC

資本保全バッファー、カウンターシクリカルバッファー、SIBの

バッファーは上乗せ資本規制。TLACは更なる損失吸収力を

求める規制

• 各種資本バッファーについてはG-SIB/D-SIB、国際統一
基準行が対象。TLACはG-SIB等が対象

LIBOR公表停止対応
米ドルLIBORの主要テナーについては2023年6月末、それ

以外のLIBORは2021年12月末に公表停止

• お客さまとの契約変更等、LIBORからの移行を順次進め
ている

82

国内自己資本比率規制における規制適格資本の概要

2019/3期 2029/3期2024/3期

４％
以上

 普通株式

 内部留保

 調整後被支配株主持分

 強制転換条項付優先株式

 一般貸倒引当金

 適格引当金が期待損失額を上回る額
（ＩＲＢ行のみ）

コア資本
基礎項目

経過措置による
加算項目のフェーズアウト

調整項目のフェーズイン

2014/3期

 劣後債・優先出資証券等及び社債型優先株式

 コア資本に算入できなくなる劣後債・優先出資証券等は2014年3月末時点では
100％算入可能。2015年以降10年かけて10％ずつ減額。

 社債型優先株*1は2019年3月期まで100％算入、以降の10年間で10％ずつ減額

４％
以上

 金融機関向け出資、繰延税金資産、無形固定資産、退職給付に係る資産の額等
（2014年3月末は0％算入、2015年以降5年かけて20％ずつ増額）

*1. 非累積型永久優先株で強制転換条項付優先株式に該当しないものが対象
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日銀当座預金残高

補完当座預金制度

適用先合計

516.6 兆円

23.9 兆円

286.2 兆円

206.4 兆円

都市銀行（含むRB、SR）

194.1 兆円

日銀当座預金平残

（3/16～4/15）

政策金利残高

マクロ加算残高

基礎残高

日銀当座預金残高

△0.1%

+0.1%

0.0 兆円

114.6 兆円

79.5 兆円

0%

+0.1%*1

or

*1. 新型コロナウイルスオペ利用額相当部分
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企業規模別安全性指標

企業規模別安全性指標の推移*1

《資本金 1千万円～1億円》 《資本金 1億円～10億円》 《資本金 10億円以上》

（28.2％）

（31.7％）
（26.7％）

（42.0％） （42.2％）

（39.2％）

（42.7％）

（29.4％）

（21.6％） （13.7％） （23.9％）

（26.0％）

（131.7％）

（182.3％）

（115.7％）

（151.6％）

（114.7％）

（131.2％）

*1. 財務省「法人企業統計」を基に作成、4四半期後方移動平均

有利子負債比率（対総資産） 自己資本比率 流動比率（右軸）

2
0

2
2

年
1
0

–
1
2

月

2
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2
2

年
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–
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月
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2

年
1
0

–
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2

月



2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2018/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3

6,085 6,324 6,195 5,631 5,525 6,613 6,441 6,586 6,391 6,019 6,000

資金利益 4,300 4,259 4,013 3,779 3,683 4,542 4,359 4,311 4,174 4,291 4,193

フィー収益*1 1,587 1,692 1,687 1,606 1,680 1,877 1,938 1,902 1,914 2,083 2,086

営業経費 △3,484 △3,577 △3,475 △3,624 △3,606 △4,426 △4,394 △4,265 △4,258 △4,272 △4,130

株式等関係損益 226 445 △65 251 167 214 101 5 469 455 541

与信費用 264 223 △258 174 147 101 △13 △229 △574 △587 △159

2,206 2,114 1,838 1,614 2,362 2,442 1,751 1,524 1,244 1,099 1,604

貸出金（末残） 269,860 277,555 279,321 284,120 289,921 354,785 362,829 367,382 389,423 396,170 414,369

中小企業等 229,126 234,549 236,458 241,638 247,284 304,733 311,613 313,189 324,077 327,300 330,525

住宅ローン*2 129,183 131,250 131,880 133,563 133,316 159,685 162,231 163,426 166,107 167,354 167,908

自己居住用住宅ローン 97,052 99,051 100,151 102,186 102,675 123,747 126,836 129,122 133,215 135,622 137,231

不良債権比率 1.74% 1.51% 1.51% 1.35% 1.18% 1.26% 1.18% 1.14% 1.12% 1.32% 1.29%

3,316 3,306 3,515 3,483 3,438 3,654 3,538 3,369 3,252 3,059 2,838

3,328 5,731 4,601 5,554 6,494 6,728 5,983 4,207 6,153 5,212 4,729

35,389 37,915 37,517 36,457 36,186 45,697 47,623 45,858 51,287 55,645 55,332

投資信託・ファンドラップ 19,153 20,709 18,711 17,593 17,337 21,784 22,224 20,170 25,331 28,457 26,669

保険 16,235 17,206 18,806 18,863 18,849 23,912 25,398 25,687 25,956 27,187 28,663

14,786 13,529 12,927 14,814 11,749 14,184 15,777 15,063 15,060 14,212 13,618

11,623 10,422 10,117 11,987 9,390 9,866 12,255 12,327 13,141 12,253 11,683

不動産収益（エクイティ除） 83 112 135 137 131 131 133 125 106 135 154

3,560 1,280 　　　2015/6月完済公的資金残高

銀
行
合
算

投資信託・保険残高（個人）

その他有価証券評価差額

ビ
ジ
ネ
ス

銀
行
合
算 住宅ローン実行額*2

自己居住用住宅ローン

B
S

政策株式（取得原価）

（億円）

P
L

連
結

業務粗利益

親会社株主に帰属する
当期純利益
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主要指標の長期推移

KMFG統合後３行（RB・SR・KO）

*1. 役務取引等利益＋信託報酬 *2. アパートマンションローンを含む（実行額にはフラット35も含む）
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格付情報（長期）

りそなホールディングス

りそな銀行

埼玉りそな銀行

関西みらい銀行

Moody’s S&P R&I JCR

みなと銀行

- - A+ -

A2 A AA- AA-

A2 - AA- AA-

- - -

- - - AA-

AA-



3.78% 5.39%

25.58% 27.61%

46.60% 45.27% 43.17% 42.55% 41.77%
37.49% 37.39% 37.12% 37.45%

40.07%
28.67%

12.38%

20.97%
21.56%

21.56%
27.92% 31.29% 34.17% 34.00%

36.27% 36.07% 34.46% 34.47%
34.52%

23.31%

16.13%

22.23%
19.72%

16.51%

15.68% 15.48%
13.51% 13.44%

13.47% 14.19%
15.39% 14.60%

13.00%

41.95%

13.77%

6.84% 6.50%

6.35%

6.08% 6.09% 5.80% 5.88%
5.89% 5.69% 5.98% 6.86% 6.31%

2.26%

2.18%

4.34% 4.58%

8.96%
5.03% 3.96% 3.93% 4.89% 6.86% 6.65% 7.03% 6.59% 6.08%

預金

保険

機構

50.11% 

20.01% 20.01%

'03/3 '04/3 '12/3 '13/3 '14/3 '15/3 '16/3 '17/3 '18/3 '19/3 '20/3 '21/3 '22/3 '23/3
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普通株主構成

27万 25万28万32万34万27万21万総株主数 27万 24万 24万 24万 27万 29万 28万

その他

事業法人

個人等

金融機関

外国人

株主・投資家の皆さまへの情報発信

りそなグループホームページ


 IR資料などをご覧いただけます。

【株主・投資家の皆さまへ】

https://www.resona-gr.co.jp/

IRサイトの使いやすさ、情報の充実度が評価されています
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